別紙様式１

福島県専門家活用経営支援事業
（米国関税措置対応・物価高対策枠）相談票
	記入年月日
	令和　　年　　　月　　　日





１　企業概要　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　貴社の概要を記載してください。
	事業者名
	

	所 在 地
	郵便番号
所 在 地

	業　　種
	

	資 本 金
	　　　　　　　　　　　円　　※法人である場合

	従業員数
	　　　　　　  人

	御担当者
	所属部署名
職名・氏名
連　絡　先　　電　話：
　　　　　　　メール：



２　米国関税措置又は物価高の影響について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（１）貴社における米国関税措置又は物価高による影響の内容について、該当するものに「○」をつけてください。
	○印欄
	影響の内容

	
	現在、米国関税措置による直接的な影響を受けている

	
	現在、米国関税措置による間接的な影響を受けている

	
	現在、物価高による影響を受けている。



（２）貴社における米国関税措置又は物価高による影響の状況について、該当するものを１つ選んで「○」をつけてください。
	比較対象
	○印欄

	令和７年４月以降、任意の１か月間の
売上高が前年同時期と比較して、５％以上減少した
	

	令和７年４月以降、任意の１か月間の
売上総利益が前年同時期と比較して、５％以上減少した
	

	令和７年４月以降、任意の１か月間の
営業利益が前年同時期と比較して、５％以上減少した
	


※　選択した項目（売上高、売上総利益、営業利益）に該当する会計資料（月次決算資料など）の写し（令和７年４月以降任意の１か月分、前年同時期分）を添付してください。

（３）上記（２）の状況が米国関税措置又は物価高に起因することについて、影響の具体的な内容も含めて記載してください。
（記載例）＜米国関税措置＞
・米国での販売や売上が○○年○○月から約〇％減少している。
・米国企業との取引契約が打ち切りになり、売上が○○円減少した。
・取引先の米国向け輸出量縮減により、自社への発注量が○○年○○月から約○％減少している。
（記載例）＜物価高＞
・原材料価格が購入品目の約○割で前年同期比○％以上に上昇している。
・物流費用が○○年○○月から約〇％増加している。
・電気代の支払額が前年同期比で○％増加、金額で○○円増加している。　　　など

	










※　本事業による専門家派遣の支援を受けるには上記（１）～（３）のいずれにも該当することが必要です。

（４）米国関税措置又は物価高の影響を乗り越えるため、どのような取組を検討されていますか。重視されるものを選んで○印欄に「○」をつけ、その内容を簡潔に記入してください。（複数可）

	○印欄
	取組内容
	検討されている取組内容を簡潔に記入してください

	
	新たな商品開発等
	

	
	販路開拓
	

	
	生産性向上
	

	
	その他
	



